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実 施 日 令和２年６月１日（月）～７月１６日（木）※例年は４月中旬に同一日で実施（令和元年度は４月１１日）

調査対象

県内の公立小・中学校（さいたま市を除く）に在籍する
小学校第４学年から中学校第３学年の全児童生徒 約３０万人（１学年５万人×６学年）
小学校 ５８７／７０２校 約１２３，０００／約１５１，０００人
中学校 ３０５／３５５校 約１２１，０００／約１４７，０００人
義務教育学校 １校 約１００人 ※今年度は、６２市町村中５６市町村で実施

調査概要

（１）児童生徒に対する調査
ア 教科に関する調査

小学校第４学年から第６学年まで 国語、算数
中学校第１学年 国語、数学
中学校第２学年及び第３学年 国語、数学、英語
・出題数は、各学年２６～３５題（出題形式は選択式・短答式・記述式の混合（紙媒体））

イ 質問紙調査
学習意欲、学習方法及び生活習慣等に関する事項
（質問数は、学年により９０～１０４項目）

（２）学校及び市町村教育委員会に対する調査
学校における教育活動並びに学校及び市町村における教育条件の整備等に関する事項

特 徴
学力の伸び（経年変化）などを継続して把握することのできる調査
・小学校第４学年から中学校第３学年までの同一児童生徒を継続して把握
・ＰＩＳＡ（国際学力到達度調査）と同様の調査手法（項目反応理論）を採用

１ 埼玉県学力・学習状況調査について：（１）調査の概要

○今年度の埼玉県学力・学習状況調査（埼玉県学調）の概要
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パネル
データ → 同一児童生徒の変化を継続的に把握

Ｈ30
小学校
小４

R1
小学校
小５

R2
小学校
小６

同一児童 同一児童

ＩＲＴ
項目反応理論

→ 出題する全ての問題に同一尺度で難易度を設定（ＰＩＳＡやＴＯＥＦＬと
同様の調査理論に基づく）

■ 異なる調査間での学力の比較が可能
（⇔多くのテストでは、点数が上昇しても「テストが易しかった」のか「本人が努力した」のかが分からない）

学力の伸び（変化）の継続把握を実現

①一人一人の学力の伸び（変化）を継続して把握できる調査

②非認知能力・学習方略にも注目した調査

〇非認知能力：学力等の認知能力以外の様々な力（自制心、自己効力感、勤勉性、やり抜く力）
〇学 習 方 略 :子供が学びに向かうときの態度や学習の仕方（計画的な学習、柔軟な学習 等）

非認知能力
学 習 方 略

１ 埼玉県学力・学習状況調査について：（２）埼玉県学調の特徴
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○全部で１２のレベルがあります。
（各学年では測定可能なレベルは７レベル）
○１つのレベルをさらに３層（Ａ～Ｃ）に分割。

○ 本調査における「学力のレベル」の考え方
・ 「どのくらい難しい問題を解く力があるか。」
を学力のレベルで表している。レベルが上がる
ほど、難易度の高い問題を解く力がある。

○ 本調査における「学力の伸び」の考え方
・ 年度間の「学力のレベルの差」を学力の伸びと
捉える。

※ 本調査では、学力を「学力のレベル」として提示している。
→ 小学校４年生から中学校３年生までのすべての問題
に難易度を設定することで、学力のレベルを測定して
いる。

H29の調査で
測定した

学力のレベル
（7-C）

H30の調査で
測定した

学力のレベル
（9-B）

H31の調査で
測定した

学力のレベル
（9-A）

学力の伸び

＜参考＞「学力のレベル」と「学力の伸び」について
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＜参考＞出題問題と指導改善に向けた取組の例①

5

（参考）出題問題の例：中学校３年生の国語
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＜参考＞出題問題と指導改善に向けた取組の例②
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＜参考＞出題問題と指導改善に向けた取組の例③

問題の一部を公開し、指導
改善に活かしている



○県学力・学習状況調査のデータを十分に活用し、学力を伸ばしている良い取組を発掘・共有する文化やネット

ワークを各市町村・各学校に構築する。【総合的な支援】

○伸び悩みを抱える市町村・学校を徹底的に支援することで、子供たちの学力向上を図る。【重点的な支援】

＜基本方針：市町村・学校との一層の連携・協働による重層的な支援＞

子供たち一人一人の学力向上

◆県学力・学習状況調査を活用した学力向上ＰＤＣＡサイクルの確立
（子供一人一人の学力・学習状況の把握、校内での効果的な取組の共有など）

学校

県学力・学習状況調査を活用した
各学校の状況に応じた学力向上の取組の支援

①各学校における
取組共有の促進

②調査データの
分析結果の普及

③効果的な取組を
県内で広く共有

総合的な支援

④特に支援が必要な
市町村・学校への対応

⑤特に学習のつまずき
が見られる学年・教科
等への対応

重点的な支援

市町村

◆ 県学力・学習状況調査の円滑な実施

◆ 調査結果データの分析・県内への共有

調査結果を活用した学力向上の取組の推進

埼玉県

２ 埼玉県の学力向上施策について：（１）市町村・学校への支援の全体スキーム
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２ 埼玉県の学力向上施策について：（２）施策の全体像

県の施策

市町村・学校への働きかけ

県による人員配置・助言等の支援

データ分析による県の施策の改善

優れた取組の抽出・共有

各市町村・学校による調査結果の活用促進



２ 埼玉県の学力向上施策について：（３）人員配置・助言等の支援

施策名 事業コンセプト 支援類型 実践例

未来を生き抜く人財育成
学力保障スクラム事業

家庭の経済状況などから学力に課題を抱える小学
校３～５年生の児童に対する教育的支援の方法
をモデル校で研究。

・教員配置
・県による訪問・助言

授業内外での支
援、家庭・地域と
の連携

「チーム埼玉」学力向上
パワーアップ事業

規模が小さいなどの理由で自力での学力向上に悩
みを抱える市町村を支援。 ・県による訪問・助言

学習支援カルテ
の活用及び授業
研究会の実施

学力向上研究校
指定事業

県学調・全国学調の結果等を活用した実践的研
究を行い、取組の成果を県内に普及。

・教員配置
・県による訪問・助言

学習支援カルテ
の活用及び授業
研究会の実施

重点支援
前年度の県学力・学習状況調査で「学力が伸びた
児童生徒の割合」が県平均を下回る状況などにあ
る小中学校を重点的に支援。

・教員配置
・県による訪問・助言

埼玉県学調及び全国
学調に基づく学力向
上PDCAサイクルの確
立（調査結果の分析、
良い取組の共有等）

学力向上
プロジェクト教員

「主体的・対話的で深い学び」に向けた授業改善や
県学調に基くPDCAを進める上で核となる教員を選
定し、当該教員が他の教員を支援。

・教員配置
・県による訪問・助言

示範授業の実
施、他教員の授
業の指導

令和元年度は、県教委から市町村・学校に計268回訪問。
全国学調・埼玉県学調を活用した学力向上等について助言し、取り組むべき方策をともに検討。10



（データ分析結果の例）
学力向上に向けた取組
教員が「主体的・対話的で深い学び」や「学級経営」に
取り組むことで、子供の「非認知能力」「学習方略」を改
善させ、ひいては学力の向上につながっている。

学力が高い学校≠学力を伸ばしている学校
学力が高い学校であっても、学力を伸ばしているとは限
らない。逆に、学力が低くても、学力を大きく伸ばしている
場合もある。

２ 埼玉県の学力向上施策について：（４）データ分析による県の施策の改善
＜埼玉県学力・学習状況調査のデータ活用事業（H28～R1）＞
埼玉県では、埼玉県学調の調査結果のデータを、統計学や教科教育の専門的知見を有する研究機関に提供して分
析を委託し、施策の改善に活用（委託先：慶應義塾大学SFC研究所）。
また、同事業では、「主体的・対話的で深い学び」の研修モデルの検討や、どのような指導改善を行えば学力や非認知
能力・学習方略を向上させる授業ができるのかにつき検討するためのアクション・リサーチを実施。

（アクション・リサーチの概要）
教科教育の専門家の協力を得て、特定の教員に研修などによる働きかけを行い、それにより授業改善に向けた教員の
意識や子供達の学習方略等の変化について見取りを行う取組。 11



（参考）個に応じた指導の実現に向けた研究
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２ 埼玉県の学力向上施策について：（５）優れた取組の抽出・共有

○埼玉県学調からは、児童生徒の学力を優れて伸ばした教員を抽出可能
→・「埼玉県学力・学習状況調査活用リーフレット」の作成

…学力を伸ばしている教員から県がヒアリングを行い、授業や学級経営、学力調査の活用等でどのような取組を行っているかを取りまと
め、各学校に配布。

→・「良い授業を見つけ！広めて！学力UP事業」の実施
…学力を伸ばしている教員の授業を撮影し、専門家の助言を付した動画を作成。研修資料として活用することで、県内全域で授業改
善を進める。

13

（埼玉県学力・学習状況調査活用リーフレット（抜粋・小学校用）） 「良い授業を見つけ！広めて！学力UP事業」 事業内容

良い授業を見つける！

良い授業を広める！

良い授業を学ぶ！

県学調の結果データから子供の学力を
伸ばしている授業を抽出

良い授業を撮影し、専門家などの解説を
付した動画を作成

作成した動画を研修や自主研究などで活用

R1
クラス



<各市町村教委・学校に活用を促している資料の例>
○各種帳票・分析支援プログラム
各学校が調査結果を多角的な角度で分析するための帳票や「分析支援プログラム」の作成・配布

○コバトンのびのびシート
埼玉県学調や市町村等が独自に実施した調査の結果や教員の指導等を一元化して引き継ぐことのできるカルテの作成・配布

○コバトン問題集・復習シート
埼玉県学調の類似問題や全国学調の問題をまとめ、問題集として作成・配布。

２ 埼玉県の学力向上施策について：（６）各市町村教委・学校による調査結果の活用促進

（配布している帳票の例） （コバトンのびのびシート）

14
H30小4    R1小５ R2小６ H30小4    R1小５ R2小６

Ｒ１

Ｒ１



３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（１）個人結果票①
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３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（１）個人結果票②
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３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（２）市町村・学校への帳票①

各実施主体の学年全体の学力レベルの変化や学力の伸びの状況を把握するための帳票

17

埼玉県学調では、各市町村・学校が効果的に分析を行えるよう、約４０種類の帳票を作成。



３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（２）市町村・学校への帳票②

学力を伸ばした児童生徒の割合や学力の伸び率を示し、実施主体が自らの状況を手軽に把握できる帳票
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３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（２）市町村・学校への帳票③

19

一人一人の結果データを一覧化し、学年主任や学級担任が現状を把握するための帳票



３ 児童生徒や市町村・学校への返却資料：（３）分析支援プログラム

20

分析支援プログラム：調査結果データ間でクロス分析を行うためのプログラム



・児童生徒質問紙（R1)：全国と比べて、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善の取組や、良好な学級経営
に向けた取組が進んでいることがうかがえる。

質問事項 小学校 中学校
埼玉県 全国 埼玉県 全国

前年度までに受けた授業で、自分の考えを発表する機会では、自分の考えがうまく伝わるよう、資
料や文章、話の組立てなどを工夫して発表していたと思いますか ６７．５ ６２．５ ６４．８ ５５．８

あなたの学級では、学級生活をよりよくするために学級会等で話し合い、互いの意見のよさを生か
して解決方法を決めていると思いますか ８１．２ ７４．０ ８１．２ ７１．６

・学校質問紙（R1)：全国と県の学力調査結果を併せて分析し、教育指導の改善や指導計画等への反映を行っていると回答した
学校の割合が全国に比べ高い。

質問事項 小学校 中学校
埼玉県 全国 埼玉県 全国

全国学力・学習状況調査の結果を自治体独自の学力調査の結果と併せて分析し、具体的な
教育指導の改善や指導計画等への反映を行っている

５４．７ ４２．９ ４０．７ ３５．６

（１）「主体的・対話的で深い学び」や「良好な学級経営」の進展

（単位：％）

（単位：％）

※「当てはまる」「どちらかといえば、当てはまる」の回答を合わせた値

※「よく行っている」と回答した値

４ 取組の成果：（１）全国学調質問紙調査から
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（２）学力調査を活用したPDCAの推進



４ 取組の成果：（２）埼玉県学調質問紙調査から

小学校 中学校

小学校 中学校

小学校 中学校

＜学力や非認知能力、学習方略を大きく伸ばした教員から、伸ばした要因等について把握するための聞き取りなどを行った。＞

＜把握した内容について話し合うなどにより、全教員で共有した。＞

＜共有した内容を、具体的な授業改善に活かした。＞

埼玉県学調の質問紙調査からも、学力等を伸ばした教員の優れた取組を共有したり、共有した内容を授業改善に活かしたりする学校が
増加傾向にあることがわかる。

（注）いずれも、各質問に「はい」と回答した学校の割合



【埼玉県学力・学習状況調査】

○対象：公立小中学校（さいたま市を除く）の小４～中３ （毎年度約３０万人）

○実施形態：紙媒体（Paper-Based-Testing）で実施（以下、PBT）
○特長：一人一人の「学力の伸び（経年変化）」や「非認知能力」などを継続して把握
○今後の展開：調査結果とＡＩを活用した実証研究を実施。個に応じた指導の実現を

目指す。

現状・課題

Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度～

本体調査

ＣＢＴ試行（新規）

周辺状況

精緻なデータの蓄積・分析を実現し、個に応じた指導により、学力や非認知能力など子供達の成長につなげる！

【国の動き】

〇新時代の学びを支える先端技術活用推進方策（R1.6）
ＩＣＴを基盤とした先端技術や教育ビッグデータを効果的に活用し、
誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化した学びの実現が求められる。

〇ＧＩＧＡスクール構想：児童生徒１人１台端末、高速大容量通信環境を整備（R2～R4）
○全国学調： CBT（Computer-Based-Testing）化検討ＷＧにて検討（R2.5月～）

CBT化に向けた取組をR3概算要求。小規模試行とｵﾝﾗｲﾝ学習ｼｽﾃﾑの検証

【令和3年度：フェーズ１】
・調査スキームの検討（問題設計、実施体制 etc）
・モデル校（複数市町村の小中各4～5校）で
CBT調査を試行（問題作成、調査実施、採点まで）
・CBTの実施に必要な環境の確認（問題移行、結果比較）
・課題の検証、対応策の検討、スキームの修正

【令和4年度：フェーズ２】
・R3モデル校は本体調査でCBT実施
・モデル市町村全体（R3モデル校のある4～5市町村）
でCBT調査の試行（問題作成、調査実施、採点、分析）
・課題の検証、対応策の検討、スキームの修正
・市町村・学校への説明、実施に向けたフォロー

【令和5年度：フェーズ３】
・本体調査を原則CBTで実施
・課題の検証、対応策の検討、スキームの修正
・市町村・学校における全面実施に向けた準備
・個人結果票の電子化にあたり、「個別アドバイ
スシート（AI事業の成果の一部）」を活用

事業内容

【CBT導入のメリット】
○より精緻なデータの取得・蓄積・分析が可能

・解答までの時間などのログや思考過程を取得することが可能
・将来的に個別最適化学習のツールになり得る。

○業務工程の効率化（コスト軽減にも寄与）
・調査資材の印刷、配送・回収が不要
・選択式問題の自動採点化などによる調査結果返却のｽﾋﾟｰﾄﾞｱｯﾌﾟ

【CBT導入に向けた課題】
○全小中学校で安定的・継続的に実施できる方式の検討

※大量の問題・解答データの送受信方法（ｵﾝﾗｲﾝ or 外部媒体 etc）
※個人情報の取扱い（外部ｻｰﾊﾞｰとｵﾝﾗｲﾝで回答情報をやりとりするなど）

○CBTの利点を活かした問題作成、出題・採点方式・標準規格等の検討
○CBTの実施に必要な環境の整備（問題移行（PBT→CBT）、結果比較（PBT⇔CBT））
○児童生徒（特に小学生）がＩＣＴ機器を使用した学習に慣れる必要

※授業におけるﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器の利用時間がOECD加盟国中最下位

試行・実証を重ねながら、県学力・学習状況調査を紙媒体での調査からＣＢＴ調査へ段階的に移行する。取組の方向性

一人一台端末整備

文科省概算要求Ｒ３全国学調CBT化に向けた取組
小規模試行とｵﾝﾗｲﾝ学習ｼｽﾃﾑの検証を実施予定

授業等での一人一台端末の活用 、子供たちの情報（ＩＣＴ機器）活用能力を育成

全市町村でＣＢＴ実施（４月）ＰＢＴで実施（５月）

Ｒ３モデル校はＣＢＴで実施（４月）

モデル校以外はＰＢＴで実施（４月）

Ｒ４モデル市町村を含め、原則ＣＢＴで実施（４月）

ｾｷｭﾘﾃィ等の課題がある市町村はＰＢＴで実施（４月）

●調査スキームの検討、環境確認

●モデル校でＣＢＴ調査を試行（９月）
●課題の検証、スキームの修正

●モデル市町村でＣＢＴ調査を試行（７or９月）
●課題の検証、スキームの修正

●課題の検証、スキームの修正
●全面実施に向けた準備

フェーズ１ フェーズ２
フェーズ３

【令和6年度～】
CBT全面実施

文科省 Ｒ５全国学調 英語「話すこと」調査
ＣＢＴ実施（目標）

AIを活用した学びの実践研究事業

５ 埼玉県学調のＣＢＴ化に向けて：（１）埼玉県学力・学習状況調査ＣＢＴ導入推進事業



５ 埼玉県学調のＣＢＴ化に向けて：（２）埼玉県におけるＧＩＧＡスクール構想の進捗状況
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＜GIGAスクール構想の進捗状況＞
・全ての自治体が、全ての学年分の端末を年度内に調達予定。
・OS選定の状況は以下の通り。
Chrome OS：３５自治体
iOS：７自治体
Windows OS：２０自治体
iOSとWindows OSを併用：１自治体
・学校外との通信環境については、多くの自治体では光接続方式を取っているが、一部、LTE方式を取って
自治体もある。（なお、校内ネットワーク環境については、年内にほぼすべての学校で工事が完了予定）

→多様なOS・通信環境等に対応したCBT調査を設計することが必要。
※１月～２月に実施した文部科学省調査等から作成



５ 埼玉県学調のＣＢＴ化に向けて：（３）CBT化のメリットと今後の課題
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○より精緻なデータの取得・蓄積・分析が可能
・解答までの時間などのログや思考過程を取得するこ
とが可能
・将来的に個別最適化学習のツールになり得る

○業務工程の効率化（コスト軽減にも寄与）
・調査資材の印刷、配送・回収が不要
・選択式問題の自動採点化などによる調査結果返
却のスピードアップ

○問題の管理負担や漏洩リスクの減少
・現在、紙媒体で問題を配布・回収しているが、CBT
実施により学校の管理負担が減少。問題漏洩リス
クも低減

メリット

〇多様なOS・Webブラウザ・通信環境の下でも安定
的・継続的に実施しうる調査設計の実現

〇市町村や学校、教員の実施上の負担を可能な限り
低減した業務フローの実現

〇これまでの調査結果と、CBTで測定した調査結果間
での比較可能性の確保

〇選択式、短答式、記述式等の問題方式の設定
（特に短答式、記述式での文字入力や、英語のリ
スニング・ライティング等の実施方法）

〇CBT調査ならではの問題の検討・作成

〇取得した解答ログ情報等の有効活用に向けた方策
の検討

〇基本的なICT操作スキルなど、児童生徒の情報活
用能力の育成

〇特別な教育的支援を必要とする児童生徒への支援

等

課題（≒今後の主な実証事項）



５ 埼玉県学調のＣＢＴ化に向けて：（４）全国学調との関係等
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（全国学調と地方学調（埼玉県学調）の役割分担）
〇埼玉県では、全国学調と埼玉県学調のそれぞれの特徴を踏まえて、以下のように活用を進めている。
・全国学調は、調査問題や解説資料等を通して、新学習指導要領で示された「児童生徒に身に付けさせたい資質・能力」を具体的な
メッセージとして示している。（県としても、対象学年・教科以外の教員も含め教員全体で全国学調を解くなどして、 「児童生徒に身に
付けさせたい資質・能力」を組織的に把握するよう指導している）
・埼玉県学調は、児童生徒の学力の伸びを測定できるという独自の特長を有する。
→全国学調と県学調のそれぞれの機能を踏まえた活用が重要。
仮に、全国学調をＩＲＴで実施し問題を非公開とするとしても、教育指導上の役割を担保する仕組みが必要ではないか。

（全国学調ＣＢＴ化への期待・提案）
①実施準備について
・令和元年度の「話すこと」調査では、ＵＳＢ方式による実施で学校現場に大きな負担があった。次回（令和５年度）の実施に当たっ
ては、事前の動作確認等も含めて、学校現場への負担に配慮いただきたい。
特に、事前のフィージビリティ検証も大規模一斉に行うのではなく、小規模での実証・改善を段階的に重ねることが必要ではないか。
・仮にＧＩＧＡスクール端末を活用して次回の「話すこと」調査を行う場合は、ヘッドセット等の機器準備も必要ではないか。

②実施方式について
・規模を生かして、複数回実施や個に応じて問題を変えるような実施方式も検討いただきたい。
・特別な教育的支援を要する児童生徒に関して、学校に負担がかからない調査の仕組みが必要（日本語指導を要する児童生徒につい
ては、振り仮名が画面上に表示されるなど）。

③調査結果について
・仮に全国学調がIRT方式を取っても、自治体別の平均正答率で実施結果を公表すれば、その数値ばかりが着目されることになる。IRT
に適した調査結果の公表の仕組みが必要。
・自治体職員や教員にデータ分析の知見は乏しいので、分析結果を分かり易く指導主事や教員に伝える仕組みや、分析結果から課題を
読み解くためのデータスキルの育成が不可欠。

④その他
・キーボードなどＰＣ操作面の影響が少なくなるよう、並行して児童生徒のＰＣ操作スキルの積極的な育成が重要。教育指導面での対
応も必要ではないか。


